
就労選択支援事業について

茨木市障害福祉課認定給付グループ
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●対象者●

●支給決定期間●
原則１か月（１か月以上の時間をかけた継続的な体験作業を行う必要
がある場合は、２か月の支給決定を行う。）
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基本プロセス
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就労選択支援１か月の流れ

○ 短期間の生産活動等を通じて、就労に関する適性、知識及び能力の評価並びに就労に関する意向等整理（アセスメント）を実施。
○ アセスメント結果の作成に当たり、利用者及び関係機関の担当者等を招集して多機関連携会議を開催し、利用者の就労に関する意
向確認を行うとともに担当者等に意見を求める。

○ アセスメント結果を踏まえ、必要に応じて関係機関との連絡調整を実施。
○ 協議会への参加等による地域の就労支援に係る社会資源や雇用事例等に関する情報収集、利用者への進路選択に資する情報提
供を実施。
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多機関連携によるケース会議について

• 就労選択支援事業所が関係機関に参加を求める

• 多機関連携によるケース会議で把握した本人の意向、関係機関の見解等を踏ま
えてアセスメント結果を作成

• アセスメントや支援方針の検討において、偏りが出ないよう複数の視点を取り入
れ、中立性・客観性を担保する

• 利用者が指定特定相談支援事業を利用している場合は、指定特定相談支援事
業者は、今後の障害福祉サービスの利用を含めて一貫した支援を行う観点から
原則として参加が必要

●目的●

多機関連携によるケース会議とは、本人や家族、地域の関係機関とアセスメント結
果を共有し、就労選択支援利用後の適切な支援につなげていくために開催。ケー
ス会議を通じて、自己理解を促すとともに、本人の主体的な選択を支援していく。

7



中立性の確保
• 自法人が運営する就労系障害福祉サービス等へ利用者を誘導しない
仕組み

• 障害福祉サービス事業者等からの利益収受の禁止

• 「多機関連携によるケース会議」の実施（本人へ提供する情報に偏り
や誤りがないようにするための仕組み）

• 指定特定相談支援事業者の「多機関連携によるケース会議」への参
加

• アセスメント結果を作成する際、本人の意向や関係機関の見解等も踏
まえて作成
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特別支援学校生への対応について
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• 生徒が学校の授業日に就労選択支援を受けるために登校できない日については、当該生徒の出欠の
扱いについて、校長の判断により「出席停止・忌引等の日数」に計上することが可能であること。

• 放課後等デイサービスと同日利用が可能
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就労選択支援事業を実りあるものにするための視点

・関係する支援者それぞれが障害者の就労の可能性について考え、地域
ぐるみで支援体制を整える

⇒本人の立場・これからの人生の視点に立った、長期的で広い視野による支援

・就労選択支援事業所と積極的にコミュニケーションを取る

⇒本人の強み・課題・希望を共有し、支援方針に活かす。

・就労継続支援B型を利用するために使う事業ではないことを理解する

⇒特定のサービス・特定の事業所を利用することを前提とせず、利用者に合っ
た選択、意思決定に資する事業

・就労や生産活動を希望する利用者に、特定の事業所の活動内容による
先入観を与えない

⇒本人による情報の比較検討の機会、意思決定をさまたげる恐れ。中立的に
本人の利益を考える。
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自己決定を支援するために

• 今までの流れとしては、事業所に見学・体験を終わってから、実際に障害福
祉サービスの申請をする場合が多かった。就労選択支援は、本人の希望
だけでなく、就労能力、適性等にあった選択を支援するためのサービス。

• 見学・体験を終わらせてから、実際に就労選択支援を利用した時に客観的
な評価、提案が本人に伝わりにくくなる。そのため、「まずは見学・体験」で
はなく「まずは就労選択支援」という流れを地域で作っていきましょう。
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初めてのお仕事は不安だ
から、まずはB型事業所に
行きたいと考えています。就労選択支援というサー

ビスがあるよ。まずは、ど
んな選択肢があるか知る
ことから始めましょう。



資料出典
・行政説明 就労選択支援について

令和７年２月25日付事務連絡(厚生労働省)

・就労選択支援の実施について
令和７年３月31日付通知(厚生労働省)

・就労選択支援実施マニュアル
令和７年４月21日付事務連絡(厚生労働省)

・特別支援学校等における就労選択支援の取扱
いについて

令和７年５月15日付通知(文部科学省、厚生労働省)

14


